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平成１９年３月７日 

総 務 省 

 

平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年１１１１月月月月「「「「通信産業動態調査通信産業動態調査通信産業動態調査通信産業動態調査」」」」のののの結果結果結果結果（（（（確報確報確報確報）））） 
 

○○○○    平成平成平成平成１８１８１８１８年度第年度第年度第年度第３３３３四半期四半期四半期四半期のののの売上高売上高売上高売上高のののの対前年度同期比対前年度同期比対前年度同期比対前年度同期比はははは、、、、電気通信事業及電気通信事業及電気通信事業及電気通信事業及びびびびケーブルケーブルケーブルケーブル

テレビテレビテレビテレビ事業事業事業事業はははは増加増加増加増加。。。。民間放送事業民間放送事業民間放送事業民間放送事業はははは減少減少減少減少。。。。    

○○○○    平成平成平成平成１１１１８８８８年度年度年度年度第第第第４４４４四半期及四半期及四半期及四半期及びびびび平成平成平成平成１９１９１９１９年度年度年度年度第第第第１１１１四半期四半期四半期四半期のののの売上高見通売上高見通売上高見通売上高見通しししし指数指数指数指数はははは、、、、電気電気電気電気

通信事業及通信事業及通信事業及通信事業及びびびびケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビ事業事業事業事業はははは両期両期両期両期ともともともとも「「「「プラスプラスプラスプラス」（」（」（」（売上高売上高売上高売上高がががが増加増加増加増加するとするとするとすると判断判断判断判断しししし

たたたた事業者事業者事業者事業者がががが多多多多いいいい。）、。）、。）、。）、民間放送事業民間放送事業民間放送事業民間放送事業はははは両期両期両期両期ともともともとも「「「「マイナスマイナスマイナスマイナス」」」」。。。。業況見通業況見通業況見通業況見通しししし指数指数指数指数もももも同同同同

様様様様。。。。    

○○○○    平成平成平成平成１８１８１８１８年度第年度第年度第年度第４４４４四半期及四半期及四半期及四半期及びびびび平成平成平成平成１９１９１９１９年度年度年度年度第第第第１１１１四半期四半期四半期四半期のののの資金繰資金繰資金繰資金繰りりりり見通見通見通見通しししし指数指数指数指数はははは、、、、電電電電

気通信事業気通信事業気通信事業気通信事業及及及及びびびび民間放送事業民間放送事業民間放送事業民間放送事業いずれもいずれもいずれもいずれも両期両期両期両期ともともともとも「「「「プラスプラスプラスプラス」（」（」（」（資金繰資金繰資金繰資金繰りにりにりにりに余裕余裕余裕余裕があるとがあるとがあるとがあると

判断判断判断判断したしたしたした事業者事業者事業者事業者がががが多多多多いいいい。）。）。）。）、、、、ケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビ事業事業事業事業はははは両期両期両期両期ともともともとも「「「「マイナスマイナスマイナスマイナス」」」」。。。。    

 

総務省はこの度、平成１９年１月に実施した「通信産業動態調査」（承認統計）の結果（確報）

を取りまとめました。売上高見通し、資金繰り見通し及び業況見通しについては、２月１４日発表

の速報を修正しています。今回の調査結果の概要は、別紙のとおりです。 
 

○ 通信産業動態調査について 

通信産業動態調査は、通信産業（電気通信事業及び放送事業）の経営動向を機動的に把握するため、売

上高、売上高見通し等について調査を行っているもの。平成７年４月から実施。 

【調査対象】 

平成１７年度の業種別（電気通信、民間放送事業等）の売上高シェアにより、通信産業全体の標本数１

３３社を業種別に按分し、業種別の標本数を決定（なお、標本数１３３社は統計的に有意となるよう通信

産業全体の母集団数から算出したもの）。その後、業種別に按分された標本数に達するまで売上高上位の

事業者を抽出。 

【調査方法】 

アンケート調査（調査票送付、ＦＡＸ又はインターネット入力により回答）により実施。 

【調査項目】 

①７月、１０月、１月、４月に実施 

前月末時点における売上高見通し、資金繰り見通し及び業況見通し 

②毎月実施 

売上高の状況 

【回答率】（今回の確報値に係るもの） 

区 分 対象事業者数 回答数 回答率（％） 

通信産業全体 133 131 98.5 
 電気通信事業 63 61 96.8 
 放送事業 70 70 100.0 
  民間放送事業 50 50 100.0 
  ケーブルテレビ事業 20 20 100.0 
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別紙 

１ 売上高の状況 

 

○○○○    通信産業全体通信産業全体通信産業全体通信産業全体のののの平成平成平成平成１１１１８８８８年度第年度第年度第年度第３３３３四半期四半期四半期四半期のののの売上高売上高売上高売上高はははは、、、、対前年度同期比対前年度同期比対前年度同期比対前年度同期比でででで００００．．．．８８８８％％％％のののの

増加増加増加増加。。。。    

○○○○    電気通信事業電気通信事業電気通信事業電気通信事業はははは１１１１．．．．５５５５％、％、％、％、ケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビ事業事業事業事業はははは１３１３１３１３．．．．４４４４％％％％のののの増加増加増加増加。。。。民間放送事業民間放送事業民間放送事業民間放送事業

はははは５５５５．．．．８８８８％％％％のののの減少減少減少減少。。。。 

 

表１ 売上高の対前年度同期比・同月比 
〔単位：％〕 

 ＊第３四半期の各月数値 
区 分 

第 １ 
四 半 期 

第 ２ 
四 半 期 

第 ３

四 半 期

＊

第 ４

四 半 期

通期 
 10月 11月 12月 

通信産業全体 ▲2.6 ▲1.5 1.5 ▲2.2 ▲1.2  3.8 1.7 ▲0.9 

 電気通信事業 ▲3.0 ▲1.7 1.9 ▲2.1 ▲1.2  4.4 2.2 ▲0.7 

 放送事業 0.9 0.5 ▲1.8 ▲2.5 ▲0.6  ▲0.7 ▲1.5 ▲3.3 

  民間放送事業 0.4 0.2 ▲2.2 ▲3.9 ▲1.4  ▲0.8 ▲1.8 ▲3.9 

  ケーブルテレビ事業 9.0 5.6 13.0 20.3 11.9  0.9 5.5 6.3 

１

７

年

度 

（参考）全産業 3.0 4.6 5.5 5.0 6.2   －  －  － 

通信産業全体 2.3 ▲1.4  0.8  －  －  ▲1.3 3.8 ▲0.1 

 電気通信事業 3.0 ▲0.6  1.5  －  －－－－  ▲0.7 5.1 0.3 

 放送事業 ▲2.6 ▲7.5  ▲4.6  －  －  ▲5.4 ▲5.0 ▲3.7 

  民間放送事業 ▲3.5 ▲9.1  ▲5.8  －  －  ▲6.7 ▲6.0 ▲4.6 

  ケーブルテレビ事業 13.4  17.4  13.4  －  －  16.2 13.3 11.7 

１

８

年

度 

（参考）全産業 8.6   7.3  7.0  －  －  －  －  － 
 

 
図１ 売上高の対前年度同期比の推移 
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表２ 売上高 
〔単位：億円〕 

 ＊第３四半期の各月数値 
区 分 第 １ 

四 半 期 
第 ２

四 半 期

第 ３ 
四 半 期

＊ 
第 ４

四 半 期

通期 
 10月 11月 12月 

通信産業全体 46,160 46,996 47,844 46,745 187,745  15,742 15,386 16,716 
 電気通信事業 40,437 41,417 42,131 41,123 165,108  13,860 13,470 14,800 
 放送事業 5,723 5,579 5,713 5,621 22,637  1,882 1,916 1,916 
  民間放送事業 5,394 5,246 5,369 5,259 21,268  1,771 1,803 1,795 
  ケーブルテレビ事業 329 334 344 363 1,369  111 113 120 

１

７

年

度 

（参考）全産業 3,213,180 3,440,211 3,576,276 3,728,655 －  － － － 

通信産業全体 46,731  45,986  48,151 － －  15,531 15,953 16,667 
 電気通信事業 41,156 40,825 42,702 － －  13,750 14,132 14,820 
 放送事業 5,576  5,161  5,449 － －  1,781 1,821 1,846 
  民間放送事業  5,203  4,769  5,059 － －  1,653 1,694 1,713 
  ケーブルテレビ事業   373   392   390 － －  129 128 134 

１

８

年

度 

（参考）全産業 3,490,959 3,690,164 3,826,743 － －  － － － 
 

＜表１及び表２の注記＞ 
注１：全産業は「法人企業統計調査」(財務省財務総合政策研究所)による。 

２：売上高の対前年度同期比・同月比は、当該年度とその前年度の２箇年とも回答した事業者について比較したも

のである。 

３：売上高の数値は、全回答事業者の積み上げであり、平成１７年度と平成１８年度との回答事業者数が異なるた

め、比較には注意を要する。 
４：売上高の数値は、億円単位で四捨五入をしているため、合計と内訳の数値が一致しない場合がある。 

 
 
 
（参考）他産業の売上高の増減率（第３四半期、対前年度同期比）  
    製造業      7.0％ 
     情報通信機械  3.0％ 
 
    非製造業      7.0％ 
     建設業     1.7％ 
     卸売・小売業  10.2％ 
     不動産業   －24.0％ 
     情報通信業   29.0％ 
     運輸業      7.5％ 
     電気業     2.2％ 
     サービス業   －4.3％ 

 
 
出典：「法人企業統計調査」（財務省財務総合政策研究所）
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２ 売上高見通し 

 

平成平成平成平成１１１１８８８８年度第年度第年度第年度第４４４４四半期及四半期及四半期及四半期及びびびび平成平成平成平成１９１９１９１９年度年度年度年度第第第第１１１１四半四半四半四半期期期期のののの売上高見通売上高見通売上高見通売上高見通しししし指数指数指数指数はははは、、、、    

○○○○    電気通信事業電気通信事業電気通信事業電気通信事業はははは、、、、［［［［２９２９２９２９．．．．２２２２］、［］、［］、［］、［１１１１８８８８．．．．８８８８］］］］とととと、、、、引引引引きききき続続続続きききき「「「「プラスプラスプラスプラス」（」（」（」（売上高売上高売上高売上高がががが増増増増

加加加加するとするとするとすると判断判断判断判断したしたしたした事業者事業者事業者事業者がががが多多多多いいいい。）。。）。。）。。）。    

○○○○    民間放送事業民間放送事業民間放送事業民間放送事業はははは、、、、［［［［▲▲▲▲１０１０１０１０．．．．４４４４］、［］、［］、［］、［▲▲▲▲８８８８．．．．５５５５］］］］とととと、、、、引引引引きききき続続続続きききき「「「「マイナスマイナスマイナスマイナス」」」」。。。。    

○○○○    ケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビ事業事業事業事業はははは、、、、［［［［２２２２６６６６．．．．３３３３］、［］、［］、［］、［２１２１２１２１．．．．１１１１］］］］とととと、、、、引引引引きききき続続続続きききき「「「「プラスプラスプラスプラス」。」。」。」。 

 
表３ 売上高見通し指数 

平成17年度 平成18年度 平成19年度

区 分 

第 ２ 
四 半 期 

第 ３ 
四 半 期 

第 ４ 
四 半 期 

第 １ 
四 半 期 

第 ２ 
四 半 期 

第 ３ 
四 半 期 

第 ４ 
四 半 期 

第 １ 
四 半 期 

電気通信事業 14.3 14.9 29.5 19.5 34.8 25.5 29.2 18.8 
放送事業 0.0 11.5 3.2 4.6 ▲24.2 0.0 0.0 0.0 
 民間放送事業 ▲14.9 ▲2.3 ▲13.6 ▲6.4 ▲48.9 ▲18.8 ▲▲▲▲10.4 ▲▲▲▲8.5 
 ケーブルテレビ事業 38.9 44.4 42.1 33.3 36.8 47.4 26.3 21.1 
(参考)         
全産業 19.5 16.1 13.4 0.1 21.5 14.4 15.0 2.6 

 
注１：売上高見通し指数(ＤＩ)=「増加すると判断した事業者の割合(％)｣－｢減少すると判断した事業者の割合(％)｣ 
２：平成１８年度第４四半期及び平成１９年度第１四半期は平成１８年度第３四半期末での判断、それ以外は前四半

期末での判断。 
３：全産業は「法人企業景気予測調査（平成１８年１０－１２月期調査）」（内閣府経済社会総合研究所及び財務省

財務総合政策研究所）から売上高判断（大企業）につき抜粋。 
 

図２ 売上高見通し指数の推移 
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３ 資金繰り見通し 

 

平成平成平成平成１８１８１８１８年度第年度第年度第年度第４４４４四半期及四半期及四半期及四半期及びびびび平成平成平成平成１９１９１９１９年度年度年度年度第第第第１１１１四半期四半期四半期四半期のののの資金繰資金繰資金繰資金繰りりりり見通見通見通見通しししし指数指数指数指数はははは、、、、    

○○○○    電気通信事業電気通信事業電気通信事業電気通信事業、、、、民間放送事業民間放送事業民間放送事業民間放送事業はははは、、、、引引引引きききき続続続続きききき「「「「プラスプラスプラスプラス」（」（」（」（資金繰資金繰資金繰資金繰りにりにりにりに余裕余裕余裕余裕があるとがあるとがあるとがあると判断判断判断判断

したしたしたした事業者事業者事業者事業者がががが多多多多いいいい。）。。）。。）。。）。    

○○○○    ケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビ事業事業事業事業はははは、、、、前期前期前期前期のののの「「「「プラスプラスプラスプラス」」」」からからからから、［、［、［、［▲▲▲▲５５５５．．．．３３３３］］］］、［、［、［、［▲▲▲▲１０１０１０１０．．．．５５５５］］］］とととと

「「「「マイナスマイナスマイナスマイナス」（」（」（」（資金繰資金繰資金繰資金繰りがりがりがりが苦苦苦苦しいとしいとしいとしいと判断判断判断判断したしたしたした事業者事業者事業者事業者がががが多多多多いいいい。）。）。）。）にににに悪化悪化悪化悪化。。。。    

 

表４ 資金繰り見通し指数 

平成17年度 平成18年度 平成19年度

区 分 

第 ２ 

四 半 期 

第 ３ 

四 半 期 

第 ４ 

四 半 期 

第 １ 

四 半 期 

第 ２ 

四 半 期 

第 ３ 

四 半 期 

第 ４ 

四 半 期 

第 １ 

四 半 期 

電気通信事業 12.2 27.7 25.0 14.6 17.4 21.3 20.8 20.8 
放送事業 13.8 26.2 28.6 25.8 24.2 26.9 22.4 19.7 
 民間放送事業 23.4 37.2 34.1 36.2 34.0 35.4 33.3 31.9 
 ケーブルテレビ事業 ▲11.1 0.0 15.8 0.0 0.0 5.3 ▲▲▲▲5.3 ▲▲▲▲10.5 
(参考)         
全産業 4.4 3.6 3.3 3.5 2.5 0.9 2.8 3.6 
 
注１：資金繰り見通し指数(ＤＩ)=「余裕があると判断した事業者の割合(％)｣－｢苦しいと判断した事業者の割合(％)｣ 

２：平成１８年度第４四半期及び平成１９年度第１四半期は平成１８年度第３四半期末での判断、それ以外は前四半

期末での判断。 
３：全産業は「法人企業景気予測調査（平成１８年１０－１２月期調査）」（内閣府経済社会総合研究所及び財務省

財務総合政策研究所）から資金繰り判断（大企業）につき抜粋。 
 

図３ 資金繰り見通し指数の推移
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４ 業況見通し 

 

平成平成平成平成１８１８１８１８年度第年度第年度第年度第４４４４四半期及四半期及四半期及四半期及びびびび平成平成平成平成１９１９１９１９年度年度年度年度第第第第１１１１四半期四半期四半期四半期のののの業況業況業況業況（（（（自社自社自社自社のののの景況景況景況景況））））見通見通見通見通しししし指数指数指数指数

はははは、、、、    

○○○○    電気通信事業電気通信事業電気通信事業電気通信事業はははは、、、、両期両期両期両期ともともともとも［［［［１８１８１８１８．．．．８８８８］］］］とととと、、、、引引引引きききき続続続続きききき「「「「プラスプラスプラスプラス」（」（」（」（業況業況業況業況がががが上昇上昇上昇上昇するとするとするとすると

判断判断判断判断したしたしたした事業者事業者事業者事業者がががが多多多多いいいい。）。。）。。）。。）。    

○○○○    民間放送事業民間放送事業民間放送事業民間放送事業はははは、、、、［［［［▲▲▲▲１５１５１５１５．．．．２２２２］］］］、［、［、［、［▲▲▲▲６６６６．．．．５５５５］］］］とととと、、、、引引引引きききき続続続続きききき「「「「マイナスマイナスマイナスマイナス」」」」    

○○○○    ケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビ事業事業事業事業はははは、、、、両期両期両期両期ともともともとも［［［［１０１０１０１０．．．．５５５５］］］］とととと、、、、引引引引きききき続続続続きききき「「「「プラスプラスプラスプラス」。」。」。」。 
 
表５ 業況見通し指数 

平成17年度    平成18年度    平成19年度 

区 分 
第 ２ 
四 半 期 

第 ３ 
四 半 期 

第 ４ 
四 半 期 

第 １ 
四 半 期 

第 ２ 
四 半 期 

第 ３ 
四 半 期 

第 ４ 
四 半 期 

第 １ 
四 半 期 

電気通信事業 6.3 13.0 20.5 9.8 15.2 14.9 18.8 18.8 
放送事業 ▲6.2 ▲1.6 6.3 ▲4.5 ▲25.8 ▲10.4 ▲7.7 ▲1.5 
 民間放送事業 ▲10.6 ▲7.0 4.5 ▲12.8 ▲38.3 ▲20.8 ▲▲▲▲15.2 ▲▲▲▲6.5 
 ケーブルテレビ事業 5.6 11.1 10.5 15.8 5.3 15.8 10.5 10.5 
(参考)         
全産業 9.7 10.5 6.1 1.8 10.5 6.4 7.8 4.5 
 
注１：業況見通し指数(ＤＩ)＝｢上昇すると判断した事業者の割合(％)｣－｢下降すると判断した事業者の割合(％)｣。 
２：平成１８年度第４四半期及び平成１９年度第１四半期は平成１８年度第３四半期末での判断、それ以外は前四半

期末での判断。 
３：平成１７年度調査までは「業界の景気」についての調査。 
４：全産業は「法人企業景気予測調査（平成１８年１０－１２月期調査）」（内閣府経済社会総合研究所及び財務省

財務総合政策研究所）から自社の景況判断（大企業）につき抜粋。 
 

図４ 業況見通し指数の推移 
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